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四万十市法定外公共物管理条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、四万十市法定外公共物管理条例（平成17年四万十市条例第60号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（使用等の許可手続） 

第２条 条例第３条第１項各号に規定する行為の許可を受けようとする者は、法定外公共物使用

等許可申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。ただ

し、軽易なものについては、当該申請書に添えなければならない書類を当該行為の内容及び方

法を知ることができる程度に省略することができる。 

(1) 位置図 

(2) 地籍図又は公図の写し 

(3) 平面図及び断面図 

(4) 利害関係人がある場合には、その者の同意書（法定外公共物使用等許可同意書（様式第２

号）） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請に基づき、許可をしたときは、法定外公共物使用等許可書（様式第３

号）により申請者に通知するものとする。 

（許可事項等の変更手続） 

第３条 条例第３条第１項により許可を受けた事項を変更しようとする者は、法定外公共物使用

等許可事項変更申請書（様式第４号）に前条第１項各号に掲げる書類のうち当該変更に係る書

類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請に基づき許可事項の変更をしたときは、法定外公共物使用等許可事項変

更許可書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。 

（許可期間の更新手続） 

第４条 条例第４条第３項の規定に基づき許可の更新を受けようとする者は、法定外公共物使用

等許可期間更新申請書（様式第６号）に市長が必要と認める書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の申請に基づき使用等の期間更新許可をしたときは、法定外公共物使用等期間

更新許可書（様式第７号）により申請者に通知するものとする。 

（権利義務の移転及び承継手続） 

第５条 条例第３条第１項の許可により生じた権利義務を譲渡しようとする者は、権利義務譲渡

許可申請書（様式第８号）に市長が必要と認める書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 
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２ 市長は、前項の申請に基づき権利義務譲渡の許可をしたときは、権利義務譲渡許可書（様式

第９号）により申請者に通知するものとする。 

３ 条例第５条第２項の規定に基づき権利義務の承継の届出をしようとする者は、権利義務承継

届（様式第10号）に相続又は合併の事実を証明する書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 

（境界立会い） 

第６条 法定外公共物に隣接する土地の所有者、所有者の代理人等（以下「所有者等」とい

う。）は、境界確定のため、法定外公共物の土地境界立会いの申請をすることができる。 

２ 所有者等は、前項の規定に基づいて法定外公共物の土地境界立会いの申請をしようとする場

合は、土地境界立会申請書（様式第11号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければな

らない。 

(1) 位置図 

(2) 地籍図又は公図の写し 

(3) 申請箇所及び隣接地の土地登記簿謄本等 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（境界確定） 

第７条 所有者等は、法定外公共物の境界確定の申請をするときは、土地境界確定申請書（様式

第12号）及び土地境界確定書（様式第13号）に次に掲げる書類を添えて市長にそれぞれ２部提

出しなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 地籍図又は公図の写し 

(3) 実測平面図及び横断面図 

(4) 申請箇所及び隣接地の土地登記簿謄本等 

(5) 利害関係人の同意書（法定外公共物境界確定同意書（様式第14号）） 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（使用廃止の届出） 

第８条 条例第７条の規定による使用の廃止の届出は、法定外公共物使用廃止届（様式第15号）

により市長に提出しなければならない。 

（原状回復等の届出） 

第９条 条例第８条の規定による原状回復等が完了した旨の届出は、原状回復等完了届（様式第

16号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 平面図 



3 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（自営工事の承認の届出） 

第10条 条例第９条第１項の規定により法定外公共物の工事又は維持（以下「自営工事」とい

う。）について承認を受けようとする者は、法定外公共物自営工事承認申請書（様式第17号）

に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。承認を受けた事項を変更しようと

するときも、同様とする。 

(1) 位置図 

(2) 地籍図又は公図の写し 

(3) 平面図及び断面図 

(4) 利害関係人がある場合には、その者の同意書（自営工事承認同意書（様式第18号）） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（自営工事完了の届出） 

第11条 自営工事の承認を受けた工事が完了したときは、完了した日から10日以内に、法定外公

共物自営工事完了届（様式第19号）に工事中及び竣工時の写真を添えて市長に提出し、検査を

受けなければならない。 

（使用料の減免） 

第12条 条例第12条に規定する使用料を減額し、又は免除することができる場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 国又は他の地方公共団体が、公用又は公共用に使用するとき。 

(2) 住居の用に供する建物（営業用を除く。）への通路又は通路橋を設置するとき。 

(3) 住居の用に供する建物（営業用を除く。）へ上下水道等の各戸引込管を敷設するとき。 

(4) 前３号のほか、市長が特に必要と認めたとき。 

（用途廃止） 

第13条 条例第15条の規定に基づき、法定外公共物の用途廃止の申請をしようとする所有者等

は、法定外公共物用途廃止申請書（様式第20号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 位置図 

(2) 地籍図又は公図の写し 

(3) 地積測量図 

(4) 申請箇所及び隣接地の土地登記簿謄本等 

(5) 利害関係人の同意書（法定外公共物用途廃止等同意書（様式第21号）） 

(6) 誓約書（様式第22号） 

(7) 現況写真 
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２ 市長は、前項の申請があったときは、申請に係る当該地区の区長から法定外公共物用途廃止

意見書（様式第23号）により当該地区の意見として聴取することができる。 

（寄附受納） 

第14条 所有者等は条例第15条の規定に基づき用途廃止の申請を行い、法定外公共物の付け替え

施設を設置し、寄附する場合は、法定外公共物敷地寄附申請書（様式第24号）に次に掲げる書

類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 地籍図又は公図の写し 

(3) 地積測量図 

(4) 土地登記簿謄本等 

(5) 登記承諾書 

(6) 印鑑証明書 

(7) 現況写真 

２ 市長は、前項の申請があったときは、申請に係る当該地区の区長から法定外公共物寄附意見

書（様式第25号）により当該地区の意見として聴取することができる。 

（その他） 

第15条 この規則に定めるもののほか、法定外公共物の管理に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に公共用財産の使用の許可を受けて使用中のものについては、当該

使用期間の満了する日まで、なお従前の例による。 


